
 

 

                             
 
 
 
 
                                    
 ● ３歳未満の子育て期間は、残業免除の請求可 ● 
 

     

 
先月に引き続き、改正育児・介護休業法がテーマです。「休業」は在籍のまま育児・

介護に専念することを目的としているのに対し、短時間勤務等の措置や時間外労働の

制限は、仕事と育児・介護との両立支援を目的とする別の制度です。今月は、後者に

ついての改正点及び法に違反した企業への制裁強化等について取りあげてみます。 

  
■ 育児のための短時間勤務等とは              

  先月号でも触れたとおり、男性はともかく、女性の育児休業取得率は９割を超えておりますが、

その一方で約７割が復職できず、離職を余儀なくされています。それだけ、

仕事を続けながら、子育てをするのは困難であるといえます。 

育児介護休業法（以下、育介法または現行法）が事業主に義務付けてい

るのは、育児休業だけではないのです。子が３歳になるまでは、育児のため

の短時間勤務等の措置（以下、育児勤務）を実施する義務を課しています。 

これは、以下の①から⑤のうち、少なくとも１つを実施しなければならない、

という意味であり、本人が選択した制度を実施しなければならないということではありません。 

例えば、本人が①の短時間勤務を希望しているが、予め、③の時差出勤を認めるという定

めをしていれば、本人の希望を拒んでも、法違反ということにはなりません。むろん、本人が希

望しない制度を適用させることもできないので注意が必要です。 

 

育児勤務の全体イメージ（現行法２３条１項） 
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仕事と家庭の両立支援が拡充 
不実の場合
は制裁も 

2009年 11月号 

ツアイト 

 
・１日の所定労働時間を短縮する 
・１日７時間以上の場合は、１時間
以上短縮する 
・週休日を増やして、所定労働日数
を減らす方法もある 
 

①短時間勤務制度  
 
・事業主自らが設置、運営する、ま
たは事業主が保育費用を負担する 
・事業主によるベビーシッターの手
配や費用の負担でもよい 

⑤託児施設の設置・運営 

 
・満３歳未満の子を養育する者を対
象にフレックスタイム制度を導入す
る 

④フレックスタイム制度  
・所定労働時間を超える時間外労
働(つまり、残業)をさせないこと 
 

②時間外労働の免除 

 
・始業と終業時刻を繰
下げまたは繰り上げ
できること 
 

③時差出勤 

 

このうち、

いずれか
．．．．

１ つ を実

施する 



 

■ 短時間勤務と残業の免除が義務化         

今回の改正では、どう変わったかと申しますと、①と②が義務化されました。つまり、短時間勤

務と時間外労働の免除が「必須」科目となったわけです。一方、③から⑤までは努力義務となり

ますので、これらを実施しなくても、必ずしも法違反には当たりません。 

 

出生            １歳 １歳半        ３歳                      就学 

 

                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－時間外労働の「免除」と「制限」との関係－ 

ところで、義務化された時間外労働の免除（改正法１６条の8）とは別に、現行法17条1項には

時間外労働の制限というルールもあります。これは小学校入学前の子を養育する者が、その子

を養育するために請求したときは、事業の正常な運営を妨げる場合を除き、１か月については

２４時間、１年については１５０時間を超えた残業をさせてはならない、というもの。前者は「所

定」労働時間を超える労働を指し、後者は「法定」労働時間を超える労働を指す、という細かな

違いはあるものの、実務上は以下のように理解するのが有用です。 

・ ３歳未満は、申し出があれば残業は「免除」 

・ 満３歳から就学前までは、申し出があれば残業は「制限」 

Ｑ１．所定労働時間が短いパートタイマーにも、短時間勤務や時間外労働の免除または制

限を認めなければならないのですか。 

Ａ１．現行でも、１日の所定時間が６時間以下の者には、短時間勤務を適用する義務はありま

せん（平3.12.20婦発281）。本改正を踏まえた省令・指針案でも適用義務のないことが定

められています。ただし、育児勤務の内、短時間勤務以外の制度については６時間以

下の者に対しても適用させる必要はあります。時間外労働の制限についても、１日の所

定労働時間が６時間以下という理由のみをもって、適用を除外することはできません。 

 

 

 

 

育児休業    
保育所に入所できない等の特別の事情がある場合は、満１歳か
ら満１歳半まで休業可能 ----- 現行法５条３項と変わらず 

努力義務となった 

義務となった 

現行法（2４条１項） 

現行は満３歳から就学まで努力義務 

育児勤務（現行法 23 条１項） 

(現行は①～⑤どれかの
．．．．

実施を義務付け) 
 
 ①短時間勤務 
 ②時間外労働の免除 
 
 ③時差出勤 
 ④フレックスタイム制度 
 ⑤託児施設の設置・運営 

法定時間外労働の制限(月２４時間、年１５０時間まで) （現行法 17 条１項） 

法改正により義務化（改正法２３条１項、１６条の 8） 

法改正により努力義務 

法改正により、両親ともに育休取得なら、１歳2 か月まで請求可となった（改正法9条の 2） 



 

■ 看護休暇が拡充         

「看護休暇」とは、年次有給休暇とは別に、養育する未就学児の病気・けが等の世話のため

に、休暇を申し出ることができる制度のことです。 

１年間（＝特に定めがなければ４月１日からの１年間）に５日間の休暇取得を保障しなけれ

ばならない、というものですが、本改正により、子が２人以上の場合は、年に１０回に拡充され

ました（改正法１６条の２）。これは、４月１日時点で既に子が２人いても、１２月１日に２人目が出

産した場合でも、最低１０日分の休暇を取れる権利を与えろ、という意味です。もっとも、未消

化でも、年次有給休暇のように、翌年度への繰り越しを認める義務はありません。 

Ｑ２．よく言われる介護と、ここでいう看護の違いがよくわからないが？ 

Ａ２．育介法でいうところの介護休業の対象となる「要介護」とは、家族等（＝親子ならば別居で

も可）において、日常生活上の動作（＝歩行、排泄等）に全部または一部介助を要する事項が

一定項目以上あるか、または中度以上の問題行動（＝攻撃的行為、徘徊等）が見られる状態、

これらのいずれか
．．．．．．．．

が２週間以上継続
．．．．．．．．

すると認められる状態をいいます。 

一方、ここでいう看護休暇の対象となるのは、養育する未就学児に限られ、一時的な病気や

ケガの世話が休暇の取得理由となります。本改正を踏まえた省令・指針案では、このほかに子

に予防接種を受けさせること、健康診断を受診させることも取得理由に加えられています。 

 

■ 紛争解決援助、公表等の実効性確保         

 「育休切り」が問題視されているように、育介法に抵触する事案がかなり存在しているにも拘わ

らず、現行法には、法違反に対する制裁措置がありません。そのため行政の粘り強い助言・指

導により、実効性を確保しているのが現状です。 

こうした現状を踏まえ、本改正では、勧告に従わない場合の企業名の公表制度（改正法５６条

の２）や虚偽の報告をした者等に対する２０万円以下の過料（改正法６８条）が創設されました。 

また、妊娠・出産に伴う紛争と同様、育児・介護に伴う紛争についても（都道府県労働局長に

よる）紛争解決の援助制度や、調停制度の対象になりました（改正法52 条の４、同 52 条の５）。 

 

以上の施行日は次のとおりです。 
 

     改正事項、創設される制度 施 行 日 

・短時間勤務の義務化 

・時間外労働の免除の義務化 

平成２１年７月１日から1年以内の政令で定める日 
※常時雇用１００人以下の企業については、猶予期間
があり、同日から３年以内の政令で定める日 

・子の看護休暇の拡充  平成２１年７月１日から1年以内の政令で定める日 

・紛争解決援助制度、公表制度、過料の徴収 
平成２１年９月３０日から施行されている 

※９月３０日の施行日より前の行為には及ばない 

・紛争解決のための調停制度を創設 平成２２年４月１日から施行 

 

 

 

 



 

 

 

                    介護についての改正項目  
               ◆妻が病親を介護できる場合でも拒否できない？◆ 
                                               

 

 

 

 

 ■ 育児と介護、この点が違う         

育介法は、「介護」を希望する者に対しても、休業、勤務時間

短縮等（以下、介護勤務）、時間外労働の制限及び深夜勤務の

制限の規定を設けています。基本的には、「育児」とほぼ同じ枠

組みに沿って、対象者の範囲や申し出の手続等が定められて

いますが、次のような違いがあります。 

まず、介護勤務として、①短時間勤務、②時差出勤、③フレックスタイム制度、④介護サービ

ス費用の助成の内、いずれかの措置を実施する義務が課せられていますが（現行法２３条２項）、

育児の場合と異なり、残業をさせない制度はありません。これは残業を免除させるまでもない、

という主旨ではなく、残業をさせないとするだけでは不十分であるからです。 

したがって、本人からの「残業の免除」の申し出に応じる法的義務はありませんが、現行法１８

条により、別途、時間外労働の制限を申し出ることは可能です。その場合は、原則として１か月

については２４時間、１年については１５０時間を超えた残業をさせてはなりません。 

次に、育児休業については「配偶者が常態的に育児できる者」を労使協定により除外するこ

とが本改正により、施行後は除外できなくなります。一方、介護休業に関しては、もともとそういう

扱いが認められません。「子を養育すべき者は第一義的にその父又は母であることが明らかで

あり、なおかつ、子の養育は1人で対応が可能であるのに対し、対象家族を第一義的に介護す

べき者が誰であるかは決め付けられないこと、1人では対象家族を介護できない場合があること

等による」（平16.12.28雇児発第1228002号）からです。 

したがって、配偶者がいるという一事をもって、介護休業の申し出を拒むことはできず、介護

勤務や時間外労働の制限についても配偶者の有無は問わないので拒否できません。 

■ 短期の介護休暇が創設 
本改正では、介護休業、介護勤務等とは別に、１日単位の「介護休暇」が創設されました（改

正法１６条の５）。これは、継続して休業するほどではないが、通院等の付き添い、介護サービス

の提供を受けるための手続きの代行等のため、年次有給や欠勤で充てている労働者のニーズ

に応えるためです。施行日は平成２１年７月１日から１年以内の政令で定める日ですが、常時雇

用１００人以下の企業については、同日から３年以内の政令で定める日と猶予されています。 

取得できる休暇の日数は、対象家族１名につき、年５日。最大で年１０日となります。 

 

 

実 務 相 談 

 

 
病親の介護のため、所定時間を超えた勤務（以下、残業）免除の申

出を受けました。当社の就業規則には、残業免除の規定はありません

が、どうしたものでしょうか？ちなみに本人に代わって、介護ができる

配偶者がいるのですが、申し出を拒むことはできないのですか？ 

 


